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1) A. H. Hansen， Fiscal Policy and Business Cycle. 1941， p. 115都留重人訳「財政政策と
景気循環J1950， 14..-.' ジ。













出すであろう oJ (A. H. Hans田 ，Econ日nicPolicy and Full Employment， 1947小原世土
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Relief Act of 1日間〕にもとづく連邦の補助金政策と直接救済，および CWA
(Civil Works Administration，庶民復業庁〉による授産事業の第1期，次に，緊急
主主済経費割当法 (EmergencyRelief Appropriation Act of 1935) による公共事業

















救済に関するー調査によれば， 32年に復興金融公社 (RecoveryFinance Corpora 
第 1表被救済者数の動向，各年の最高月および最低月 (単位 1，則。人)
総人口における割合(ω
年・月
ミ ンス・テス|各種社会保険 ミ ンズ・テス 1 各種社会保険
ト，事業計画 ト，事業計画
1934年2月 28，102 22.2 
6月 21，010 16.6 
1935年1月 24，716 19.4 
11月 19，343 15.2 
1936年2月 21，165 16.5 
7月 17，639 13.8 
1937年1月 18，769 4 14.6 
9月 13，3岨 98 10.4 0.1 
1938年1月 17，080 192 13.2 0.1 
12月 21，286 1，980 16.4 1.5 
1939午 2月 21，276 2，519 16.3 1.9 
9月 15，626 2，565 11.9 2.0 
1940年2月 18，削9 3，359 13.6 2.5 
9月 14，052 10.6 
1941年2月 15，080 11.3 
9月 10，231 7.7 
1942年1月 10，413 7.7 
6月 8，266 6.1 
National Jndustrial Conference 且 ard，The Economic Almanac for 1946-47， p.54 
48 (:':;94) 第 110巷第6号
tion， RFC)が連邦の救済金融業務を開始、した時点における諸川での被救済世帯
























3) Henry J. Bitterman，泊ateand Federal Grants-in-Aid， 1938， p.2凪
4) A. H. Hansen， op. cit" pp. 85-86邦訳，前掲書， 81へー ジu
財政危隣と労働力管理機構の発展 L明日) 49 
第 2表連邦支出の機龍的分瓶 1931-39
11は対給支出比〈叫)， (引は対前年度増加比(%) く単位 1ρ00ドル〕
己竺 193土肥と竺四倍巳出直 l目白竺
1 I ー-I 360 I 1.853 I 2.363 I 2.372 I 2.527 I 1.996 I 2そ77
失業救済 1(1) - 1 - 1 9.3 1 30.8 1 33.7 1 27.4 1 30.9 1 276 1 30.7 
1(2←←-I 414.7 I 27.5 I 0.4 I 6.5 1-22.4 I :14.1 
1 ←一 一 一一-( 421 回 447I 45γ 
給関， 1()← ← ー - 1 -1 0:;1 25 1 62 1 &2 
一~… I(到一一 一 一|← 一拍日:)I 111.0 I 2.2 
421 I 499 I 472 I 625 I 766) 914 I 1，102 i SB川1.111
公共事業 1)11.5 1 11.0 1 12.2 1 10.4 1 10.9 1 10.5 1 13.5 1 12.2 1 12.8 
開-1 18.5 1 -5.4 1 32.4 1 22.6 1 19.3 1 20.6 1-20.1 1 26.3 
竺三旦こ1_二[二日出出竺i竺]玉18lL 7，3041 8，765 
前B:J[X入キ ー - I 2.08口 3.116I :1.R日11 4，116 1 5，0【29i 日551 5.165 
一五三寸--1-寸2，2451 3，254 1 豆互竺E三1~449 1 3，600 
T. N. E. G. MonORア'aphNo. 20， p. 61 
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資 産 税 67，759 48.2 98，854 47.8 166，612 47.9 
一般収入 3，873 2.8 8，888 4.3 12，761 3.7 
売上げ税 23，590 11.4 23，590 6.8 
ガソりン・自動車税 2，307 1.6 3，852 1.9 6，160 1.8 
公益事業税 285 0.2 10，749 5.2 1，034 3.2 
所 得 m 169 01 480 0.2 649 0.2 
有在 収 入 213 0.2 4，649 2.2 4，802 1.4 
現金支出総額 |川ぺ mM71100
資材などの供与 15，142 I -I 44，815 ← 59，957 
総支出|町1-1お1刷 1-1 407竺吐二


































しては 3月末に数十万人の就業適齢青年を対象とし，彼等を労働キャ Y プに
収容して公有林事業に就かせる目的をもっ資源保全青年団 (CivillianCons町四
6) Willi8m Withe再出d，p. 23 
財政危機と労働力管理掛構の発展 【:!B) り3
tion Corps， CCC)がF没立され， ①に関しては 5月に連邦緊急救済法が制定さ
れて，初期ニューティーノレの期間中の連邦故済活動を統惜ナる ζ とになる連邦
緊急救済庁 (FeueralEmergency Relief AclmInIo;lral山 1，FERA)が設立された。③
に関しては u月に戎立した今国産業復興法 (National lndustrial Recovery Act， 
NIRA) の第 2部として， 公共事業計画に33億ドルが割当てられ， それにもと




1933 岨0，673I 60.6 I 113，265 i 14.3 I 198，851 I 25.1 I 792，788 
1934 1，0沼，413i 72.1 I 185五78I 12.6 I 226，802 I 15.3 I 1，475，792 
1935 1，359，921 I 74.4 I 224，55日 12.3I 243，523 I 13.3 I 1，827，994 
1936 31，900 I 6.0 I 289，810 I 55.0 I 205，350 I 39.0 I 527，060 












費は35年に州ー地方の 3倍の規模であったのが， 36年には州・地方の10分の 1
7) アメリヵ経済研究会編「エュー デ4 ルの経済政京J1965， 266へ一人 Ernest K. Lindley， 
Half Way wIth Roosevelt， 1937， pp. 191-192 
54 (400) 第 110巻第6号
第 6表救済z 公的扶助，連邦救済事業計画。総費用， 1933-37年
(単位 100万ドル〕
連 手目 480.8 1，037.4 1，290.5 55.7 41.5 2，905.9 
一般故済 州・地方 312.1 412.3 468.0 495.8 469.3 2，157.5 
(~-十〉 792.9 1，449.7 1，758.5 551.5 510.8 5，063.4 
連 升j 199.8 680.0 287.9 2，046.5 1，506.8 4，720.0 
連事 業邦 救計 済画本 州・地方 19.9 67.2 22.9 222.8 315.9 648.7 
〔計) 119.7 747.2 310.8 2，269.3 1，822.7 5，368.7 
連 チ苦 82.2 188.3 270.5 
老・盲陥人者J歪・助遺児 川.j出方 77.6 86.0 123.9 151.5 246.9 688.9 
(計〕 77.6 86.0 123.9 236.7 4日35.2 959.4 
1-1函 11捌 11蜘 11蜘 11937 1 (計〕
↑ … … ? ?? ? ? ? ?
* CWA， WPA，NYA， 1JL.び PERA特別救済事業活動。 WilliamWithers. Finanじifl~ EL山".


































































8) Henry J. Bitterman，噌 cit.p. 298 
9) Henry]. Bitterman， ihid.， p. 304 






























11) 直接故済では， 1家族当り月平均の費用は約33.66ドル， WPAでは雇用された者1人当り月
平均費用は80ドル，公共事業では206ドルであった くStudenskiand Krooss， Financial His 
to門，ofιhe United States， 1963. P. 412) 
12) Jarnes A. Maxwell， The Fiscal 1出:pactof Federa品開叫 theUnited States， 1946， 
pp. 142-143 





所得」と L、う公式標準を示した。 FERA期の 世帯当りの月平均手当額は，
33年 5月15.15ドノレ， 34年同月24.53ドノレ 35年同月2由33ドルと僅かであるが漸
増した'"。










経験は政府のあらゆるレベルでの教訓となった， といわれているo 第 1に，
CWAは敦河内容として雇用の形態を前面におし出した。とくに，それまでの
「最低生活費用マイナス非救済所得」という救済金給付の基準に代えて，労働




青年労働者対策1として創設された CCCは， 18~25歳の青年を収容L 3年
間に約165万人を就労させたn 入団者は， 軍将校の指導と軍隊規律のもとで平
14) Dorothy C. Kahn， Unenゅf町 mentand its Treatment in the United States， 1937. p. 25 
15) James A. Maxwell， 0.ρcit.， p.143 
























た ζ とや自動車，航空9 電機，化学，鉄鋼などの産業部門における技術革新の
発展による技能労働力への需要の増大を背景としていたが，より直接的な契機
16) Ernest K. Lindley， 0.ρ 口't.，pp. 191-19止
17) I合衆国における央業故済(下)J圃際労働局東京支局，前掲書， 1935年5月号所収， 8-10へ
ジ審問1
60 (406) 第 110巻第6号
とLてはアメリカ独占体が恐慌の進展とともに企業的の徒弟養成が停滞したこ
とを危倶L-， とくに連邦政府に対して繋同車工養成の肩代りを強く要求したこと
によるものであった。 ローズベノレトは 34年 6月に徒弟養成連邦委員会 (the























18) 玉蹴肇 iアメリカ計画経街J1938年， 107-130へージ参照。


















た 500万人を350万人の「雇用可能なものJ(“ thc cInployable ")と150万人の「雇







19) LewlS Merialll， Rclief a町d品丸一日lSecurity， 1945. p. 352 
62 (408) 第 110巻第6号
ローズベルトは，議会説明のなかで直接救済に関して Iこうした方法で救
済を施すιとは，人間精神の陰険な破壊物である麻酔剤を投薬することであ














かくして， 連邦の新計画の具体化として 35年 4月に緊急救済経費割当法
(授産数済法， Work Relief Actとも呼ぶ)，同年8月に社会保障法が制定され，そ
れぞれの行政機関として事業振興庁 (WorkProgress Administration， WPA)と社





20) Howard R. Smith， Government and Business， 1958， p.453 
21) James A. Maxwell，中 cit.，p. 149 
22) Robert E. Sherwood， Roosevelt and Hopkins. 1948村上光彦訳「ルー ズヘルトとホプキ
ンス 1J 1957， 83へジロ





















700万人以上の雇用可能な労働者の当初白見積りを， 350万人の U雇用可能なもの』というロー ス
ヘルトの数字を『支持』するために，減らしたりである。J (Labor Research Association， 
Laboγ Fact Book f][， p. 54) 
24) 明日lliam可Nithers，ot. cit.， pp. 35-36 
